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1.  22年3月期の業績（平成21年3月21日～平成22年3月20日） 

 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 15,488 12.4 1,849 ― 1,855 ― 1,371 664.5
21年3月期 13,778 △15.7 △496 ― △546 ― 179 △76.0

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年3月期 284.79 284.30 11.6 10.2 11.9
21年3月期 36.78 ― 1.6 △2.9 △3.6

（参考） 持分法投資損益 22年3月期  0百万円 21年3月期  2百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 18,153 12,414 68.3 2,593.97
21年3月期 18,365 11,309 61.6 2,316.42

（参考） 自己資本   22年3月期  12,399百万円 21年3月期  11,304百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

22年3月期 3,486 609 △3,590 3,333
21年3月期 3,410 △640 △718 2,876

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計） 配当性向

純資産配当
率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年3月期 ― 15.00 ― 15.00 30.00 146 81.6 1.3
22年3月期 ― 15.00 ― 15.00 30.00 143 10.5 1.2
23年3月期 

（予想）
― 15.00 ― 15.00 30.00 11.9

3.  23年3月期の業績予想（平成22年3月21日～平成23年3月20日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

8,300 26.7 1,000 107.7 1,000 108.6 550 32.2 115.06

通期 17,000 9.8 2,100 13.5 2,100 13.2 1,200 △12.5 251.05







































 該当事項はありません。  

   

  

継続企業の前提に関する注記

重要な会計方針

項目 
第53期事業年度 

（自 平成20年３月21日 
至 平成21年３月20日） 

第54期事業年度 
（自 平成21年３月21日 
至 平成22年３月20日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）関連会社株式 

 移動平均法による原価法を採用して

おります。 

(1）関連会社株式 

同左 

  (2）その他有価証券 

時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用しております。 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

   時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用し

ております。 

時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

 総平均法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）によっております。  

 同左   

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（附属設備を除く）につい

ては、定額法を採用しております。 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（附属設備を除く）につい

ては、定額法を採用しております。 

   （追加情報） 

  当事業年度より法人税法の改正に伴

い、平成19年３月31日以前に取得した

有形固定資産については、改正前の法

人税法に基づく減価償却の方法の適用

により取得価額の５％に到達した事業

年度の翌事業年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差額を５年

間にわたり均等償却し、減価償却に含

めて計上しております。 

  この変更に伴う営業損失、経常損失

が27,858千円増加し、税引前当期純利

益は、27,858千円減少しております。 

  

─────────   

  (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用ソフトウエアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づいております。 

(2）無形固定資産 

同左 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

同左 



項目 
第53期事業年度 

（自 平成20年３月21日 
至 平成21年３月20日） 

第54期事業年度 
（自 平成21年３月21日 
至 平成22年３月20日） 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等の債権について

は個別に回収可能性を検討して回収不

能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、将来の支給見込額を計

上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、計上して

おります。  

  過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定年数

（５年）による定額法により、発生時

から費用処理しております。 

  数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５年）による

定額法により按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用処理すること

としております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

  

─────────  

７．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 



表示方法の変更

第53期事業年度 
（自 平成20年３月21日 
至 平成21年３月20日） 

第54期事業年度 
（自 平成21年３月21日 
至 平成22年３月20日） 

  

───────── 

（貸借対照表） 

 前事業年度おいて「原材料」「貯蔵品」として区

分掲記されたものは、当事業年度から「原材料及び

貯蔵品」として掲記しております。  

 なお、当事業年度の「原材料及び貯蔵品」に含まれ
る「原材料」「貯蔵品」はそれぞれ669,419千円、
10,370千円であります。 
   

  

─────────  

（損益計算書）  

 前事業年度において販売費及び一般管理費は主要

な費目に分類した上で区分掲記していましたが、当

事業年度より販売費及び一般管理費の科目に一括し

て掲記し、主要な費目およびその金額を注記に記載

しています。なお、当事業年度における販売費及び

一般管理費を前事業年度と同様に区分掲記した場合

の費目および金額は以下の通りです。  
  

   

運賃及び荷造費 268,469千円 

広告宣伝費 3,544千円 

貸倒引当金繰入額 600千円 

調査費 292千円 

役員報酬 77,771千円 

給料  286,004千円 

賞与  148,977千円 

賞与引当金繰入額 77,045千円 

退職給付費用  49,989千円 

法定福利費 58,087千円 

福利厚生費 25,088千円 

旅費及び交通費 46,423千円 

通信費  19,329千円 

水道光熱費 12,751千円 

交際費 4,535千円 

消耗品費 6,795千円 

事務用消耗品費 3,827千円 

租税公課 36,090千円 

賃借料 58,979千円 

減価償却費  90,053千円 

支払手数料 37,348千円 

修繕費 56,662千円 

保険料 13,483千円 

寄付金 98千円 

納入試験費 3,004千円 

諸会費  3,920千円 

教育研修費 1,977千円 

雑費 57,746千円 

研究開発費 904,362千円 



注記事項

（貸借対照表関係）

第53期事業年度 
（平成21年３月20日） 

第54期事業年度 
（平成22年３月20日） 

※１ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりであります。 

※１ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりであります。 

建物 千円698,364

土地  418,963

計  1,117,327

建物 千円680,652

土地  418,963

計  1,099,616

 担保付債務は次のとおりであります。  担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金   200,000

1年以内返済 

予定の長期借入金 

 

 

    

120,000

長期借入金  143,750

計  463,750

1年以内返済 

予定の長期借入金 

 

 

    

88,750

長期借入金  55,000

計  143,750

 ※２ 期末日満期手形 

 期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理しております。なお、当期末日が金

融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期

末残高に含まれております。 

 受取手形 千円 107

  

─────────  

       



（損益計算書関係）

第53期事業年度 
（自 平成20年３月21日 
至 平成21年３月20日） 

第54期事業年度 
（自 平成21年３月21日 
至 平成22年３月20日） 

※１       ───────── ※１ 販売費に属する費用のおおよその割合は12.6％、

一般管理費に属する費用のおおよその割合は87.4％

です。 

   主要な費目および金額は次のとおりであります。 

  運賃及び荷造費  268,469千円 

給料  286,004千円 

賞与  148,977千円 

賞与引当金繰入額  77,045千円 

減価償却費  90,053千円 

研究開発費  904,362千円 

※２ 研究開発費の総額 ※２ 研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究

開発費 
千円733,670

一般管理費に含まれる研究

開発費 
千円904,362

※３ 主な固定資産除却損は、次のとおりであります。  

ソフトウエア 千円10,966

器具備品 千円3,028

機械装置 千円2,097

※３ 主な固定資産除却損は、機械装置 747千円でありま

す。 

  

  

※４ 減損損失 

   当事業年度において当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しております。  

 当社は減損損失の算定に当たり他の資産又は資産グ

ループのキャッシュ・フローを生み出す最小の単位に

よって資産グループ化を行っております。 

 当事業年度において、一部の生産設備を当初の予定

よりも早期に処分することを決定したことに伴い、帳

簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少額を減損損

失（ 千円）として特別損失に計上しておりま

す。 

 なお、上記資産グループの生産設備は当社独自の設

備であり、汎用性がなく売却価額が測定できないた

め、回収可能価額を０として算定しております。 

場所 用途 種類 
損失額 

(千円) 

大阪府 

大阪市 

  

生産設備

  

建物  9,415

機械及び装置  265,593

器具備品   15,594

290,604

 ※５ 通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低

下による簿価切下額（戻入額相殺後） 

 売上原価  千円224,376

 ※５ 通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低

下による簿価切下額（戻入額相殺後） 

 売上原価  千円△17,353

※６ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。 

関係会社受取手数料 千円3,816

関係会社受取配当金  千円3,500

※６ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。 

関係会社受取手数料 千円2,521

関係会社受取配当金  千円1,750



第53期事業年度（自 平成20年３月21日 至 平成21年３月20日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

（株主資本等変動計算書関係）

  
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

発行済株式         

普通株式  4,880,000  －  －  4,880,000

合計  4,880,000  －  －  4,880,000

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当事業年度
末残高 
（千円） 

前事業年度
末 

当事業年度
増加 

当事業年度
減少 

当事業年度
末 

提出会社  
ストック・オプションと

しての新株予約権 
－  －  －  －  －  5,472

合計 －  －  －  －  －  5,472

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成20年６月18日 

定時株主総会 
普通株式  85,400  17.50 平成20年３月20日 平成20年６月19日 

平成20年10月24日 

取締役会 
普通株式  73,200  15.00 平成20年９月20日 平成20年11月25日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成21年６月18日 

定時株主総会 
普通株式  73,200  利益剰余金  15.00 平成21年３月20日 平成21年６月19日



第54期事業年度（自 平成21年３月21日 至 平成22年３月20日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式数の増加100千株は、平成21年４月21日の取締役会決議によるものであります。 

 ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

  
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

発行済株式         

普通株式  4,880,000  －  －  4,880,000

合計  4,880,000  －  －  4,880,000

自己株式                         

普通株式（注）  －  100,000  －  100,000

合計  －  100,000  －  100,000

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当事業年度
末残高 
（千円） 

前事業年度
末 

当事業年度
増加 

当事業年度
減少 

当事業年度
末 

提出会社  
ストック・オプションと

しての新株予約権 
－  －  －  －  －  14,854

合計 －  －  －  －  －  14,854

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成21年６月18日 

定時株主総会 
普通株式  73,200  15.00 平成21年３月20日 平成21年６月19日 

平成21年10月23日 

取締役会 
普通株式  72,022  15.00 平成21年９月20日 平成21年11月24日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成22年６月17日 

定時株主総会 
普通株式  71,700  利益剰余金  15.00 平成22年３月20日 平成22年６月18日



有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．当事業年度中に売却したその他有価証券（自 平成21年３月21日 至 平成22年３月20日） 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（キャッシュ・フロー計算書関係）

第53期事業年度 
（自 平成20年３月21日 
至 平成21年３月20日） 

第54期事業年度 
（自 平成21年３月21日 
至 平成22年３月20日） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

（平成21年３月20日現在） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

（平成22年３月20日現在） 

現金及び預金勘定 千円2,876,853

預入期間が３ヶ月を超えるもの  －

現金及び現金同等物  2,876,853

現金及び預金勘定 千円3,333,504

預入期間が３ヶ月を超えるもの  －

現金及び現金同等物  3,333,504

（有価証券関係）

  種類

第53期事業年度（平成21年３月20日） 第54期事業年度（平成22年３月20日）

取得原価
（千円） 

貸借対照表計
上額（千円） 差額（千円）

取得原価
（千円） 

貸借対照表計
上額（千円） 差額（千円）

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

るもの 

(1）株式 64,991 106,614 41,622  142,661  248,915 106,253

(2）債券             

① 国債・地方債等 － － －  －  － －

② 社債 － － －  －  － －

③ その他 － － －  －  － －

(3）その他 － － －  －  － －

小計 64,991 106,614 41,622  142,661  248,915 106,253

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

ないもの 

(1）株式 176,885 140,664 △36,221  99,726  82,144 △17,582

(2）債券             

① 国債・地方債等 － － －  －  － －

② 社債 － － －  －  － －

③ その他 － － －  －  － －

(3）その他 － － －  －  － －

小計 176,885 140,664 △36,221  99,726  82,144 △17,582

合計 241,877 247,278 5,401  242,388  331,059 88,670

売却額（千円）  売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）  

             2,003               903                －

種類 
第53期事業年度（平成21年３月20日） 第54期事業年度（平成22年３月20日） 

貸借対照表計上額（千円） 貸借対照表計上額（千円） 

関連会社株式     

非上場株式  17,500  17,500

その他有価証券             

非上場株式  47,250  47,250



      

    前事業年度（自 平成20年３月21日 至 平成21年３月20日）及び当事業年度（自 平成21年３月21日 至 平成

22年３月20日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

１．採用している退職給付制度の概要 

２．退職給付債務及びその内訳 

（デリバティブ取引関係）

（退職給付関係）

第53期事業年度 
（平成21年３月20日） 

第54期事業年度 
（平成22年３月20日） 

  当社は確定給付企業年金制度及び大阪薬業厚生年金基

金制度を採用しております。また、従業員の退職に際し

て割増退職金を支払う場合があります。   

  なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複

数事業主制度（大阪薬業厚生年金基金）に関する事項は

次のとおりであります。  

 (1）制度全体の積立状況に関する事項 

 （平成20年３月31日現在） 

  当社は確定給付企業年金制度及び大阪薬業厚生年金基

金制度を採用しております。また、従業員の退職に際し

て割増退職金を支払う場合があります。   

  なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複

数事業主制度（大阪薬業厚生年金基金）に関する事項は

次のとおりであります。  

 (1）制度全体の積立状況に関する事項 

 （平成21年３月31日現在） 

①年金資産の額  千円295,836,818

②年金財政計算上の給付債務の額 千円385,503,708

③差引額（①－②）  千円△89,666,889

①年金資産の額  千円217,352,269

②年金財政計算上の給付債務の額 千円388,740,600

③差引額（①－②）  千円△171,388,330

 (2）制度全体に占める当社の掛金拠出割合 

（平成20年３月31日現在）   0.72％ 

 (2）制度全体に占める当社の掛金拠出割合 

（平成21年３月31日現在）    0.71％ 

 (3）補足説明 

 上記(1）の差引額の主な要因は、年金財政計算上の

資産評価調整加算額44,663,188千円、特別掛金収入現

価20,528,722千円、繰越不足額24,474,978千円であり

ます。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間

15年の元利均等償却であり、残存償却年数は13年であ

ります。 

 当社は、当期の財務諸表上、特別掛金16,309千円を

費用処理しております。 

 なお、特別掛金の額は予め定められた掛金率を掛金

拠出時の標準給与の額に乗じることで算定されるた

め、上記(2）の割合は当社の実際の負担割合とは一致

しません。 

 (3）補足説明 

 上記(1）の差引額の主な要因は、年金財政計算上の

資産評価調整加算額32,906,476千円、特別掛金収入現

価19,476,486千円、繰越不足額119,005,367千円であり

ます。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間

15年の元利均等償却であり、残存償却年数は12年であ

ります。 

 当社は、当期の財務諸表上、特別掛金16,607千円を

費用処理しております。 

 なお、特別掛金の額は予め定められた掛金率を掛金

拠出時の標準給与の額に乗じることで算定されるた

め、上記(2）の割合は当社の実際の負担割合とは一致

しません。 

  
第53期事業年度 

（平成21年３月20日） 
第54期事業年度 

（平成22年３月20日） 

(1）退職給付債務（千円） 

(2）年金資産（千円） 

(3）未積立退職給付債務（千円） 

(4）未認識数理計算上の差異（千円） 

(5）未認識過去勤務債務（千円） 

(6）貸借対照表計上額純額（千円） 

(7）前払年金費用（千円） 

(8）退職給付引当金（千円） 

 △1,364,156

 1,059,571

 △304,585

 479,007

 △29,271

 145,150

 145,150

 －

 △1,436,913

 1,303,338

 △133,575

 241,287

 △16,261

 91,451

 91,451

 －



３．退職給付費用の内訳 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  
第53期事業年度 

（自 平成20年３月21日 
至 平成21年３月20日） 

第54期事業年度 
（自 平成21年３月21日 
至 平成22年３月20日） 

退職給付費用（千円） 

(1）勤務費用（千円） 

(2）利息費用（千円） 

(3）期待運用収益（千円） 

(4）数理計算上の差異の費用処理額（千円) 

(5）過去勤務債務の費用処理額（千円) 

(6）臨時に支払った割増退職金（千円） 

(7）厚生年金基金拠出額（千円）  

   148,453

 91,621

 26,784

 △27,929

 △13,845

 △13,009

 1,159

 83,673

   245,427

 94,639

 28,647

 △21,191

 62,339

 △13,009

 2,182

 91,820

  
第53期事業年度 

（平成21年３月20日） 
第54期事業年度 

（平成22年３月20日） 

(1）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

(2）割引率（％）  2.0  2.1

(3）期待運用収益率（％）  2.0  2.0

(4）過去勤務債務の処理年数（年）  ５ ５  

  

(過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定年数（５年）による定

額法により、発生時から費用処

理しております。） 

同左 

(5）数理計算上の差異の処理年数（年） ５   ５ 

  

（従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理する

こととしております。） 

同左 



 前事業年度（自 平成20年３月21日 至 平成21年３月20日）  

 １．ストック・オプションに係る当事業年度における費用計上額及び科目名 

 売上原価（株式報酬費用）        2,684千円 

 販売費及び一般管理費（株式報酬費用）  2,787千円 

 ２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

  （注）株式数に換算して記載しております。 

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当事業年度（平成21年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの

数については、株式数に換算して記載しております。 

①ストック・オプションの数 

②単価情報 

（ストック・オプション等関係）

  
平成20年８月22日決議 
ストック・オプション 

 付与対象者の区分及び人数 当社の従業員 84名  

 株式の種類別のストック・オプションの付与数（注） 普通株式 79,500株 

 付与日 平成20年９月12日  

 権利確定条件 

付与日（平成20年９月12日）以降、権利確定日（平成22年

９月20日）まで継続して勤務していること。 

ただし、権利行使時においても、当社の取締役、監査役及

び従業員のいずれかの地位にあることを要する。 

 対象勤務期間 自平成20年９月12日 至平成22年９月20日  

 権利行使期間 自平成22年９月21日 至平成25年９月20日  

    
平成20年 

ストック・オプション 
  

権利確定前 （株）         

前事業年度末    －   

付与    79,500   

失効    －   

権利確定    －   

未確定残    79,500   

権利確定後 （株）  －   

前事業年度末    －   

権利確定    －   

権利行使    －   

失効    －   

未行使残    －   

    
平成20年 

ストック・オプション 
  

権利行使価格 （円）  2,015   

行使時平均株価 （円）  －   

付与日における公正な評価単価 （円）  236   



３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積り方法  

 当事業年度において付与された平成20年ストック・オプションについての公正な評価単価の見積り方法は以下の

とおりであります。 

(1）使用した評価技法 ブラック・ショールズ式  

(2）主な基礎数値及び見積り方法  

（注）１．平成17年３月５日から平成20年９月12日の株価実績に基づき算定いたしました。  

 ２．付与日から権利行使期間の中間までの期間に対応しております。 

 ３．平成20年３月期の配当実績によっております。 

 ４．予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りであります。 

４．ストック・オプションの権利確定数の見積り方法 

 基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用してお

ります。 

当事業年度（自 平成21年３月21日 至 平成22年３月20日）  

１．ストック・オプションに係る当事業年度における費用計上額及び科目名 

 売上原価（株式報酬費用）        4,897千円 

 販売費及び一般管理費（株式報酬費用）  4,484千円 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

 （注）株式数に換算して記載しております。 

  平成20年ストック・オプション   

 株価変動性 （注）１ 36.5％   

 予想残存期間 （注）２ 3.5年   

 予想配当 （注）３ 30円／株   

 無リスク利子率 （注）４ 0.961％   

  
平成20年８月22日決議 
ストック・オプション 

 付与対象者の区分及び人数 当社の従業員 84名  

 株式の種類別のストック・オプションの付与数（注） 普通株式 79,500株 

 付与日 平成20年９月12日  

 権利確定条件 

付与日（平成20年９月12日）以降、権利確定日（平成22年

９月20日）まで継続して勤務していること。 

ただし、権利行使時においても、当社の取締役、監査役及

び従業員のいずれかの地位にあることを要する。 

 対象勤務期間 自平成20年９月12日 至平成22年９月20日  

 権利行使期間 自平成22年９月21日 至平成25年９月20日  



(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当事業年度（平成22年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの

数については、株式数に換算して記載しております。 

①ストック・オプションの数 

②単価情報 

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積り方法  

 前事業年度（平成21年３月期）において付与された平成20年ストック・オプションについての公正な評価単価の

見積り方法は以下のとおりであります。 

(1）使用した評価技法 ブラック・ショールズ式  

(2）主な基礎数値及び見積り方法  

（注）１．平成17年３月５日から平成20年９月12日の株価実績に基づき算定いたしました。  

２．付与日から権利行使期間の中間までの期間に対応しております。 

３．平成20年３月期の配当実績によっております。 

４．予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りであります。 

４．ストック・オプションの権利確定数の見積り方法 

 基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用してお

ります。 

    
平成20年 

ストック・オプション 
  

権利確定前 （株）         

前事業年度末    －   

付与    79,500   

失効    －   

権利確定    －   

未確定残    79,500   

権利確定後 （株）  －   

前事業年度末    －   

権利確定    －   

権利行使    －   

失効    －   

未行使残    －   

    
平成20年 

ストック・オプション 

  

  

権利行使価格 （円）  2,015   

行使時平均株価 （円）  －   

付与日における公正な評価単価 （円）  236   

  平成20年ストック・オプション   

 株価変動性 （注）１ 36.5％   

 予想残存期間 （注）２ 3.5年   

 予想配当 （注）３ 30円／株   

 無リスク利子率 （注）４ 0.961％   



１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（税効果会計関係）

  
第53期事業年度 

（平成21年３月20日） 
第54期事業年度 

（平成22年３月20日） 

  

(1）流動の部 

繰延税金資産 

貸倒引当金繰入限度超過額（千円） 

賞与引当金損金不算入額（千円） 

未払事業税否認額（千円） 

一括償却資産（千円） 

社会保険料否認額（千円） 

たな卸資産評価損（千円）  

繰越欠損金（千円）  

その他（千円） 

繰延税金資産合計（千円） 

繰延税金負債  

未収事業税（千円）  

繰延税金負債合計（千円）  

繰延税金資産の純額（千円）  

     

     

 356

 57,705

 －

 6,927

 6,984

 179,613

 113,296

 2,016

 366,900

     

 △16,646

 △16,646

 350,254

     

     

 600

 139,165

 35,728

 4,224

 23,135

 47,752

 －

 9,615

 260,221

     

 －

 －

 260,221

(2）固定の部 

繰延税金資産 

固定資産償却超過額（千円） 

減損損失（千円） 

投資有価証券評価損否認額（千円） 

研究開発費の否認額（千円） 

その他（千円） 

繰延税金資産小計（千円） 

評価性引当額（千円）  

繰延税金資産合計（千円）  

繰延税金負債 

  前払年金費用（千円） 

特別償却準備金（千円） 

資産圧縮積立金（千円） 

その他有価証券評価差額金（千円） 

繰延税金負債合計（千円） 

繰延税金負債の純額（千円） 

     

     

 4,601

 5,685

 33,728

 －

 2,091

 46,106

 △41,505

 4,601

     

 △58,931

 △4,288

 △287,425

 9,262

 △341,383

 △336,781

     

     

 3,768

 64,706

 33,302

 16,608

 2,091

 120,478

 △98,027

 22,451

     

 △37,129

 △1,596

 △346,601

 △20,512

 △405,839

 △383,388



２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

第53期事業年度（自 平成20年３月21日 至 平成21年３月20日） 

該当事項はありません。 

第54期事業年度（自 平成21年３月21日 至 平成22年３月20日） 

 該当事項はありません。 

第53期事業年度 
（平成21年３月20日） 

  
第54期事業年度 

（平成22年３月20日） 
  
  

法定実効税率（％） 40.6

（調整）   

交際費等永久に損金算入され

ない項目 
1.1

住民税均等割等 2.0

研究開発税制等による税額控

除 
－

評価性引当額増減  10.5

その他 0.3

税効果会計適用後の法人税等

の負担率 
54.5

   法定実効税率と税効果会計適用後の法人税

等の負担率との間の差異が法定実効税率の100

分の５以下であるため注記を省略しておりま

す。  

  

  

（持分法損益等）

  
第53期事業年度 

（自 平成20年３月21日 
至 平成21年３月20日） 

第54期事業年度 
（自 平成21年３月21日 
至 平成22年３月20日） 

関連会社に対する投資の額（千円）  17,500  17,500

持分法を適用した場合の投資の金額（千円）  29,891  28,155

持分法を適用した場合の投資利益の金額（千円）  2,418  14

（関連当事者情報）



 （注）算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

    １．１株当たり純資産額 

   ２．１株当たり当期純利益 

（１株当たり情報）

第53期事業年度 
（自 平成20年３月21日 
至 平成21年３月20日） 

第54期事業年度 
（自 平成21年３月21日 
至 平成22年３月20日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が希薄化効果を有しないため記載しておりま

せん。 

１株当たり純資産額 円 2,316.42

１株当たり当期純利益 円 36.78

１株当たり純資産額 円 2,593.97

１株当たり当期純利益 円 284.79

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益 

円 284.30

  
第53期事業年度 

（自 平成20年３月21日 
至 平成21年３月20日） 

第54期事業年度 
（自 平成21年３月21日 
至 平成22年３月20日） 

 純資産の部の合計額（千円）  11,309,617  12,414,032

 普通株式に係る純資産額（千円）  11,304,144  12,399,178

 貸借対照表の純資産の部の合計額と１株当たり

純資産額の算定に用いられた普通株式に係る事

業年度末の純資産額との差額（千円） 

 5,472  14,854

  （うち新株予約権） （ ） 5,472 （ ）  14,854

普通株式の発行済株式数（株）   4,880,000  4,880,000

普通株式の自己株式数（株）   －  100,000

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株

式の数（株）  
 4,880,000  4,780,000

  
第53期事業年度 

（自 平成20年３月21日 
至 平成21年３月20日） 

第54期事業年度 
（自 平成21年３月21日 
至 平成22年３月20日） 

  

  

  

当期純利益（千円）  179,469  1,371,997   

普通株主に帰属していない金額（千円）  －  －   

普通株式に係る当期純利益（千円）  179,469  1,371,997   

期中平均株式数（株）  4,880,000  4,817,523   

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

平成20年８月22日取締役会

決議ストック・オプション

(新株予約権 795個) 

普通株式 79,500株  

  

───── 
  



（重要な後発事象）

第53期事業年度 
（自 平成20年３月21日 
至 平成21年３月20日） 

第54期事業年度 
（自 平成21年３月21日 
至 平成22年３月20日） 

（自己株式の取得） 

 当社は、平成21年４月21日開催の取締役会において、

会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用され

る同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事

項を決議いたしました。 

  

───────── 

①株式の取得理由 

経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行

を可能とするため 

  

②取得する株式の種類 

 普通株式 

  

 ③取得し得る株式の総数 

  150,000株（上限） 

  

 ④株式の取得価額の総額 

  225,000千円（上限） 

  

 ⑤株式の取得期間 

  平成21年５月11日から平成21年12月20日まで 

  

 ⑥株式の取得方法 

  市場買付 

  



(1）役員の異動 

① 代表取締役の異動 

  代表取締役社長   井上 剛（現 専務取締役） 

取締役 相談役   杉井 洋（現 代表取締役社長）  

② その他の役員の異動 

・新任取締役候補    

取締役 技術部部長 寺田 忠史（現 技術部部長） 

・役職の異動 

専務取締役     高塚 敏夫（現 常務取締役）  

③ 就任予定日  

平成22年６月17日  

  

５．その他



(2）その他 

 ①生産実績 

    最近２事業年度の生産実績を事業の区分に示すと、次のとおりであります。 

（注）１．生産金額は実際原価に基づいて算出しております。 

    ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  ３．同一品目であっても複数の用途に用いられることもありますので、生産実績については用途別に示す

ことが困難であるため、その主要製法別に示すと次のとおりであります。 

 （注）１．生産金額は実際原価に基づいて算出しております。 

    ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

   ②製品・原材料仕入実績 

    最近２事業年度の製品及び原材料の仕入実績を区分に示すと、以下のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

   ③受注の状況 

    当社は見込生産を行っているため、該当事項はありません。 

  

区  分 

第53期事業年度 
(自 平成20年３月21日 
至 平成21年３月20日) 

第54期事業年度 
(自 平成21年３月21日 
至 平成22年３月20日) 

増  減 

 生産高(千円)  割合(％)  生産高(千円)  割合(％)  金額(千円)  前年比(％)

 ジルコニウム化合物  9,744,563  93.1  9,209,160  94.2  △535,403  94.5

 その他  724,390  6.9  563,268  5.8  △161,121  77.8

 合  計  10,468,954  100.0  9,772,429  100.0  △696,524  93.3

製法別 

第53期事業年度 
(自 平成20年３月21日 
至 平成21年３月20日)

第54期事業年度 
(自 平成21年３月21日 
至 平成22年３月20日) 

増  減 

 生産高(千円)  割合(％)  生産高(千円)  割合(％)  金額(千円)  前年比(％)

 湿式工程品  9,052,655  86.4  8,567,669  87.7  △484,985  94.6

 乾式工程品  552,288  5.3  507,993  5.2  △44,295  92.0

 溶液品  596,754  5.7  480,353  4.9  △116,400  80.5

 セシウム品  267,256  2.6  216,413  2.2  △50,842  81.0

 合  計  10,468,954  100.0  9,772,429  100.0  △696,524  93.3

区  分 

第53期事業年度 
(自 平成20年３月21日 
至 平成21年３月20日) 

第54期事業年度 
(自 平成21年３月21日 
至 平成22年３月20日) 

増  減 

 仕入高(千円)  割合(％)  仕入高(千円)  割合(％)  金額(千円)  前年比(％)

 原材料            

  ジルコニウム化合物  2,347,900  46.7  1,671,170  39.9  △676,730  71.2

  その他  2,676,747  53.3  2,519,483  60.1  △157,264  94.1

 小  計  5,024,648  100.0  4,190,654  100.0  △833,994  83.4

 仕入製品            

  ジルコニウム化合物  766,717  51.8  458,641  40.2  △308,075  59.8

  その他  713,354  48.2  683,378  59.8  △29,976  95.8

小  計  1,480,072  100.0  1,142,019  100.0  △338,052  77.2

合  計  6,504,721    5,332,673    △1,172,047  82.0



   ④販売実績 

    最近２事業年度の販売実績を区分に示すと、次のとおりであります。 

    用途別販売実績 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

    ２．最近２事業年度の主要な輸出先及び輸出販売高並びに割合は、次のとおりであります。 

           なお、（  ）内は販売実績に対する輸出販売高の割合であります。 

 ３．当事業年度の主な相手先別の販売高及び当該販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

 区  分 

第53期事業年度 
(自 平成20年３月21日 
至 平成21年３月20日) 

第54期事業年度 
(自 平成21年３月21日 
至 平成22年３月20日) 

 増  減 

 販売高(千円)  割合(％)  販売高(千円)  割合(％)  金額(千円)  前年比(％)

 ジルコニウム化合物  11,687,993  84.8  13,683,233  88.3  1,995,240  117.1

 その他  2,090,476  15.2  1,805,360  11.7  △285,116  86.4

 合  計  13,778,469  100.0  15,488,593  100.0  1,710,124  112.4

 用 途 別 

 第53期事業年度 
 (自 平成20年３月21日 
  至 平成21年３月20日)

 第54期事業年度 
 (自 平成21年３月21日 
  至 平成22年３月20日) 

 増  減 

 販売高(千円)  割合(％)  販売高(千円)  割合(％)  金額(千円)  前年比(％)

 触媒  8,084,948  58.7  9,890,594  63.9  1,805,646  122.3

 耐火物・ブレーキ材  1,915,245  13.9  1,740,961  11.2  △174,283  90.9

 ファインセラミックス  1,305,644  9.5  1,476,307  9.5  170,662  113.1

 電子材料・酸素センサー  1,476,564  10.7  1,464,406  9.5  △12,158  99.2

 その他  996,066  7.2  916,323  5.9  △79,742  92.0

 合  計  13,778,469  100.0  15,488,593  100.0  1,710,124  112.4

輸 出 先 

第53期事業年度 
(自 平成20年３月21日 
至 平成21年３月20日)

第54期事業年度 
(自 平成21年３月21日 
至 平成22年３月20日) 

増  減 

 販売高(千円)  割合(％)  販売高(千円)  割合(％)  金額(千円)  前年比(％)

 北米  1,931,471  35.6  2,361,876  33.7  430,405  122.3

 欧州  1,851,356  34.1  2,208,107  31.5  356,750  119.3

 アジア  1,296,868  23.9  2,084,041  29.7  787,172  160.7

 その他  347,426  6.4  355,463  5.1  8,036  102.3

 合  計 
 5,427,123

 100.0
 7,009,489

 100.0  1,582,365  129.2
 (39.4)  (45.3)

相 手 先   販売高（千円）  割合（％） 

 ㈱キャタラー             1,701,754              11.0
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